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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、2 国が汚染物質を排出し、自国と外国の汚染物質が世界全体に蓄積されるよ

うな状況を想定した。また、汚染物質の蓄積過程に不確実性が生じるものとした。そのよ

うな状況で、各国政府間で行われる排出量ゲームを確率微分ゲームの枠組みで分析し、

Markov 完全ナッシュ均衡解および協調均衡解を導出した。また、サブゲーム整合性を満

たす配分方式を導出した。 
その結果、生産技術水準がより高い国の方がより大きな瞬時の利得を得ることによって、

サブゲーム整合解が与えられる、ということが分かった。また、価値関数で考えると、各

国政府は、非協調均衡で得られる利得に加え、協調によって得られる総利得の増加分を均

等に分け合うことによって、協調を維持することに合意するということが明らかになった。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 

 The purpose of this research is to investigate a stochastic differential game of 
transboundary pollution and environmental policy.  Emitted pollutants will remain in 
the environment adding to the existing pollution stock.  Each government controls its 
amount of pollutant.   

We formulate stochastic differential games, which need to be solved by two 
asymmetric governments involved, and derive unique Markov-perfect Nash and 
cooperative equilibrium solutions.  Subsequently, we propose a mechanism for 
deriving the payoff distribution procedures of subgame consistent solutions in 
cooperative stochastic differential games of two governments, and a subgame 
consistent solution based on the Nash bargaining axioms is derived. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、環境汚染が深刻となっており、１

国内の環境汚染だけではなく、国境を越え

て汚染物質が広がる越境汚染が問題となっ

ている。また、汚染物質は長期にわたって

蓄積されていくものであり、その蓄積過程

には、不確実性が生じると考えられる。実

際、地球温暖化の例を見ると、温室効果ガ

スの蓄積の予測、またそこからもたらされ

る地球の表面温度の上昇の予測に関して

様々な値が報告されており、汚染物質の蓄

積過程には不確実性が含まれていると考え

ることができる。したがって、越境汚染問

題を考える際には、長期的視点で考察する

必要があるため、静学モデルではなく、不

確実性を考慮に入れた上で、動学モデルで

分析しなければならない。動学モデルで考

察することによって、汚染物質の蓄積の最

適経路を求め、長期的に環境がどのような

状態に向かっていくのかを分析することが

可能になる。 
 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的 

１．で述べたような背景および問題意識に

したがって、本研究は、非対称な 2 国の政

府が汚染物質の排出量を規制する状況を考

える。また、汚染物質は、ある国で発生す

ると国境を越えて世界全体に広がるものと

し、自国の排出量と他国の排出量の合計が

通時的に蓄積され、2 国に環境損失を与え

るものとする。その際、蓄積過程に不確実

性が生じ、幾何 Brown 運動にしたがって

変動すると仮定する。本研究の目的は、以

上のような想定の下で、2 国政府間の無限

期間の確率微分ゲームを考えることによっ

て、越境汚染と国際環境政策について考察

することである。 
 
（２）先行研究との関連 
本研究の分析は、以下に挙げるような先

行研究に依存する。Dockner & Long(1993)
は、確実性の下で、排出量を戦略変数とし

て、微分ゲームの枠組みで地球温暖化問題

を分析している。彼らの研究では、Markov
完全ナッシュ均衡と協調均衡を比較したと

きに、定常状態の汚染ストックは Markov
完全ナッシュ均衡の方が高いという結果が

得られている。List & Mason(2001)は、確

実性の下で、非対称な 2 地域の政府を仮定

し、越境汚染の排出量規制が分権的に行わ



れるべきか中央集権的に行われるべきかを

分析している。彼らの研究では、非協調均

衡と協調均衡を比較したとき、便益関数が

十分に異なっていて、初期の汚染ストック

が十分に小さければ、共同利得は非協調均

衡の方が大きいという結果が得られている。

Jorgenson et al.(2005)は、非対称な 2 国間

での排出量規制の問題を微分ゲームで分析

している。彼らの研究では、プレイヤーが

協調の利得を均等に分け合うことに合意す

るならば、協調が維持可能になるという結

果が得られている。ただし、以上の研究で

は、不確実性の下での分析は行われていな

い。 
また、Wirl(2004)及び Wirl(2008)は、不

確実性の下で、排出量を戦略変数として、

確率微分ゲームの枠組みで地球温暖化問題

を分析している。彼らの研究では、不確実

性の増大によって、非協調均衡及び協調均

衡の両方において排出量が減少するという

結果が得られている。ただし、彼らの研究

では、対称的な国々が仮定されている。

Yeung(2006) 、 Yeung(2007) 、 Yeung & 
Petrosyan(2004) 及 び Yeung & 
Petrosyan(2006)は、サブゲーム整合的な

解をもたらす利得の配分方式について分析

している。彼らの研究では、初期時点から

のゲーム及び任意の時点以降のサブゲーム

において協調による利得の増加分を 2 国間

で分け合うことによって、サブゲーム整合

解が得られるということを明らかにしてい

る。ただし、彼らが扱っているのは資源採

掘問題である。 
以上のような先行研究に基づき、本研究

では確率微分ゲームの枠組みを用いて排出

量規制について分析し、Markov 完全ナッ

シュ均衡解及び協調均衡解を導出し、分散

がどのような影響をもたらすかを明らかに

する。また、サブゲーム整合的な解をもた

らす利得の配分方式について分析する。 
 
 
３．研究の方法 
（１）基本モデル 

非対称な 2 国（第 1 国と第 2 国と呼ぶ）

が、生産活動に伴って汚染物質を排出する

ものとする。ここでは、生産量に等しい汚

染物質が排出されるものとする。両国は、

便益関数に応じて、生産量にしたがって便

益が生じるものとする。 
第 1 国と第 2 国では、この便益関数のパ

ラメータが異なっている。例えば、第 2 国

の便益関数のパラメータが大きければ、第

2 国に便益をもたらすような生産技術水準

が高まるということを表すと解釈すること

ができる。 
2 国によって排出される汚染物質のうち、

一部は自然浄化されるが、浄化されない部

分は通時的に蓄積する。また、蓄積過程に

不確実性が生じるものとする。 
現実の汚染物質の蓄積過程から生じる結

果は不確実であると考えられる。そこで、

確率的要素として汚染物質の蓄積過程を表

す動学方程式には幾何的 Brown 運動を表

す項を導入している。 
両国は、蓄積された汚染ストックによっ

て、環境損失関数に応じて損失を被るもの

とする。このとき、両国の社会厚生関数は、

便益関数から環境損失関数を差し引いた関

数として表される。 
 
（２）Markov 完全ナッシュ均衡 
 本節では、各国政府間の排出量ゲームに

関する Markov 完全ナッシュ均衡を導出す

る。各国政府は、各時点において状態変数

である汚染ストックに依存して排出量を決

定する、Markov 戦略を採用するものと仮



定する。 
 各国政府は、汚染物質の蓄積過程を表す

動学方程式の制約の下で、各国政府の社会

厚生の期待割引現在価値を最大化するよう

に、その排出量を選択するものとする。 
ここで、不確実性の程度が増加すれば、

同じ汚染ストックに対して、最適な排出量

は減少する、ということが分かった。この

結果は、Wirl(2004)のような対称的な場合

と同様の結果である。 
また、非対称性の程度と排出量の関係を

見ると、第 2 国の生産技術水準が高くなる

ほど、第 1 国の最適な排出量は減少し、第

2 国の最適な排出量は増加する、というこ

とが分かった。これは、第 2 国の生産技術

水準が高くなるほど、第 2 国は活発に経済

活動を進めることになり、第 2 国にとって

の最適な排出量は増加することになるので、

第 1 国の最適な排出量は減少することにな

ると考えられる。これは、Wirl(2004)では

得られていない新しい結果である。 
 
（３）協調均衡 
 本節では、各国政府が、汚染物質の蓄積

過程の動学方程式の制約の下で、各国政府

の社会厚生の和の期待割引現在価値を最大

化するようにその排出量を選択するものと

する。 
ここで、不確実性の程度が増加すれば、

同じ汚染ストックに対して、最適な排出量

は減少する、ということが分かった。この

結果は、Wirl(2004)のような対称的な場合

と同様の結果である。 
また、非対称性の程度と排出量の関係を

見ると、Markov 完全ナッシュ均衡と同様

に、第 2 国の生産技術水準が高くなるほど、

第 1 国の最適な排出量は減少し、第 2 国の

最適な排出量は増加する、ということが分

かった。これは、第 2 国の生産技術水準が

高くなるほど、第 2 国は活発に経済活動を

進めることになり、第 2 国にとっての最適

な排出量は増加することになるので、第 1
国の最適な排出量は減少することになると

考えられる。これも、Wirl(2004)では得ら

れていない新しい結果である。 
 また、定常状態における Markov 完全ナ

ッシュ均衡と協調均衡の総排出量の期待値

を比較すると、Markov 完全ナッシュ均衡

の方が大きいということが分かった。さら

に、定常状態における Markov 完全ナッシ

ュ均衡と協調均衡の価値関数の期待値を比

較すると、協調均衡の方が大きいというこ

とが分かった。 
 これは、次のように考えることができる。

各国が個別の社会厚生の期待割引現在価値

を最大化する Markov 完全ナッシュ均衡で

は、自国の利益を最優先しようとするため、

自国の排出量を減らそうとする誘因が働き

にくいが、社会厚生の和の期待割引現在価

値を最大化する協調均衡の場合には、世界

全体の利益を考えるために排出量を減らそ

うとする誘因が強く働き、その結果、総排

出量が小さく、汚染ストックも小さく、価

値関数は大きくなると考えられる。 
 
（４）サブゲーム整合解 
 本節では、Yeung & Perosyan(2006)にし

たがって、確率微分ゲームにおいて動学的

に安定な協調解であるサブゲーム整合解を

求める。サブゲーム整合解とは、初期時点

から開始されるゲームの最適戦略によって

もたらされる任意の状態変数を有するよう

な、後の時点にゲームが開始されるサブゲ

ームにおいて、初期時点から開始される元

のゲームの最適戦略が依然として最適であ

るような協調解のことである(Yeung & 



Petrosyan(2006), p.133)。ここで、相手国

政府が協調戦略を採用しているとき、自国

政府は協調戦略から逸脱した方が社会厚生

は高くなるので、協調均衡が長期的に維持

可能になるような（すなわち、協調から逸

脱しないような）解が必要であり、それが

以下で見ていくサブゲーム整合解である。

なお、各国政府間で社会厚生が譲渡可能（国

民所得が移転可能）であると仮定する。 
 以下では、各国政府が、協調均衡におけ

る利得（社会厚生の和に関する期待割引現

在価値の配分）と、非協調均衡（Markov
完全ナッシュ均衡）における社会厚生の期

待割引現在価値との差の積を最大化するよ

うな、すなわちナッシュ交渉解を満足する

ような配分方式について、サブゲーム整合

的な解を示す。ナッシュ交渉解は、個人合

理性、パレート最適性などを満たす標準的

な交渉解であり、本研究でもこのナッシュ

交渉解を採用する。 
 まず、初期時点から開始するゲームを考

える。このゲームで、各国政府が、協調均

衡において得られる社会厚生の和の期待割

引現在価値を分配することに合意するよう

な配分方式を導出する。この配分方式は、

初期時点から開始するゲームのみならず、

ゲームの途中の時点から開始するサブゲー

ムにおいても、同様に各国政府が合意する

ような（すなわち、逸脱しないような）配

分方式でなければならない。そこで、以下

では、ゲームの初期時点から開始するゲー

ムにおいて各国政府が合意する配分方式が、

ゲームの途中の時点から開始するサブゲー

ムにおいても各国政府が合意する配分方式

であるかどうか、すなわち配分方式がサブ

ゲーム整合解であるかどうかを検討する。 
 まず、環境政策（排出量）ゲームの協調

均衡において得られた両国政府全体の価値

関数を、パレート最適性の条件と個人合理

性の条件を満たすように各国政府に配分す

ることによって、各国政府が逸脱すること

なく協調均衡が維持される。 
次に、ナッシュ交渉解の下でのサブゲー

ム整合解について考える。初期時点から開

始されるゲームで、各国政府は協調均衡に

おける社会厚生の和の期待割引現在価値を

最大化し、ナッシュ交渉解を満足するよう

な協調均衡における社会厚生の和の期待割

引現在価値を分配することに合意する。 
 ここで、各国政府が協調における社会厚

生の和の期待割引現在価値を分配すること

に合意し、各時点において各国政府が得る

瞬時の利得を求め、第 1 国と第 2 国で比較

する。すると、第 2 国が第 1 国より生産技

術水準が高ければ、第 2 国がより大きな瞬

時の利得を得ることになる、ということが

分かった。 
 
  
４．研究成果 
（１）分析結果 

本研究は、2 国が汚染物質を排出し、自

国と他国の汚染物質が世界全体に蓄積され

るような状況を想定した。また、汚染物質

の蓄積過程に不確実性が生じるものとした。

そのような状況で、各国政府間で行われる

排出量ゲームを確率微分ゲームの枠組みで

分析し、Markov 完全ナッシュ均衡解およ

び協調均衡解を導出した。また、サブゲー

ム整合性を満たす配分方式を導出した。 
本研究の分析によって、以下のようなこ

とが明らかになった。まず、不確実性の程

度が増加すれば、非協調均衡においても協

調均衡においても最適な排出量は減少する、

ということが分かった。次に、協調均衡解

の場合、協調から逸脱する誘因が生じるた

め、協調が長期的に有効であるためには、



協調に参加することが有利であるような保

証が必要である。そこで、ナッシュ交渉解

を用いて、各国政府が協調行動に合意し、

協調均衡における利得を分配する配分方式

を示し、さらに、その配分方式によって得

られるサブゲーム整合的な協調均衡解を導

出した。 
その結果、生産技術水準がより高い国の

方がより大きな瞬時の利得を得ることによ

って、サブゲーム整合解が与えられる、と

いうことが分かった。また、価値関数で考

えると、各国政府は、非協調均衡で得られ

る利得に加え、協調によって得られる総利

得の増加分を均等に分け合うことによって、

協調を維持することに合意するということ

が明らかになった。さらに、サブゲーム整

合解における配分が非協調均衡における社

会厚生の期待割引現在価値を上回るための

条件を導出した。 
 
（２）政策的含意 
現実の排出問題を考える際には、先進国

と発展途上国の対立がある。本研究の分析

に照らし合わせると、先進国は生産技術水

準を表すパラメータが大きく、発展途上国

は小さい。すると、Markov 完全ナッシュ

均衡において先進国は排出量が大きく、発

展途上国は排出量が小さい。すなわち、先

進国は環境規制が緩く、発展途上国は環境

規制を厳しく設定することになる。ただし、

サブゲーム整合解においては、協調均衡が

維持されるような配分を実現するように、

適切な所得移転がなされなければならない。 
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